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連結納税制度の企業対応動向調査分析結果
大倉雄次郎
はじめに
わが国の会計制度は新会計基準の相次いでの制定によって，国際的な流
れのSFASB(米国財務会計基準審議会の基準）やIAS(国際会計基準）
に近づいているが，その先駆けとなったのが連結財務諸表を主とし，個別
財務諸表を従とする連結財務諸表に関する会計基準の改定である。
他方，企業組織に関する再編成が持株会社，分割，合併等の制度を中心
として進むにつれて，国際競争力の観点から連結納税制度の導入が産業界
を中心に起こり平成14年度から導入されるている。
本研究はこの様な会計制度と税制の大きな変革のもとで，定着の方向に
ある連結会計と新しく創設された連結納税制度の企業導入対応動向を把握
し，これらに関する今後の在り方を理論的且つ実務的に提言することを目
的として，文部科学省から科学研究費補助金（基盤研究C2)の交付を受
けて，平成14年4月1日から平成15年3月31日までの 2カ年にわたりアン
ケート調査を行ったものであるが，今回はそのうち初年度実施の連結納税
制度の部分について，単純集計とクロス集計分析についてのみ報告する。
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I 調査概要
1 . 調査方法
(1)調査対象：東京証券取引所第1部上場会社 1,474社
（日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会130社がこの調査対象
に含まれている）
(2)調査方法：アンケート調査を郵送し回答を郵送で得た。
(3)回答：平成14年9月12日から10月12日の 1カ月間
(4)有効回答： 213社（回答率14.5%)
尚， 日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会会員48社（回答率
36.9%)がこの有効回答に含まれている。
(5)パイロット調査：キャノン株式会社，京セラ株式会社，住友電気工
業株式会社，日本電信電話株式会社（持株会社），松下電器産業株式
会社においてパイロット調査を行い，多くのを得た。
(6)調査協力：日本経済団体連合会経済法規本部及び日本公認会計士協
会近畿会の協力を得た。
2. 有効回答213社の概要
(1)国内子会社数
平均42社，最大706社．最小0社中央値12社
(2)国内100%子会社数
① 平均22社．最大371社． 最小0社中央値 8社
② 100%子会社数の社数 10社未満： 127社.10社以上： 37社．
ランク 20社以上： 14社.30社以上： 35社
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I. 連結納税制度単純集計結果
1 . 連結納税制度の導入意向
問14(後掲：アンケート参照）において．連結納税導入の意向を聞いた
ところ．次の結果であった。
①付加税廃止にかかわりなく早期導入の予定である： 16 (7.5%)②付
加税廃止の時点で導入の予定である： 8 (3.8%)③いずれ時期を見て
導入することになる： 62 (29.1 %)④導入か否か迷っている： 33 
(15.5%)⑤導入の予定はない： 93 (43.7%) 
連結納税制度の導入の意向を示しているのは， 86社で全体の約4割にの
ぼっている。
これには 2つの動きがある。
第一に，国税庁によれば2003年3月期からの利用は日立， NEC, 富士
通 NTI等の164企業グループであるが,2004年3月期からは．三菱電機．
東芝も加わった本体の繰越欠損金を企業グループ全体で解消する為に連結
納税制度の導入という赤字企業グループである。
第二に，新たな動きとしてソニーの様に製造業以外も有する場合．製造
業の研究開発費総額の8-10%(当初3年間10-12%)を税額控除し．情報
技術投資の取得価額に対し10%の税額控除出来るが，税額控除が連結会社
全体で法人税額の20%まで認められるところから．法人税額が単体より多
くなり．減税効果が高くなるため黒字企業グループによる連結納税制度の
導入となる。
2. 100%子会社連結範囲
問15において，連結納税制度の適用に当たって，連結範囲について
100%子会社に限定される事についての意見を聞いたところ次の結果で
あった。
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①わからない： 94 (44.1 %)② 80%未満： 14 (6.6 %)③ 80%以上： 26 
(12.2%)④ 90%以上： 21 (9.9%)⑤大変望ましい： 54 (25.4%) 
わからないが全体の 4割以上であり， 100%子会社については， 25%で
ある。
連結納税の対象子会社（以下「連結子法人」）については我が国では
「連結納税制度の適用法人は内国法人（普通法人又は協同組合等に限る）
である親会社に発行済み株式等（自己株式等を除く）の全部を置接又は間
接に100%保有される内国法人のすべてである」（法人税法4の2)。
因みに連結子法人は，アメリカ80%以上，フランス95%以上，イギリス
75%以上， ドイツ50%以上である。なぜ100%子会社に限ったのかについ
て考察すると，そもそも連結納税制度における租税の中立性とは，支店・
事業部制という内部組織と子会社制度を採用した場合とで租税負担に差が
ないという意味であるから本来的には100%子会社を連結子法人とするの
が理にかなっている。
3. 連結範囲の強制
問16において，連結納税制度の適用に当たって. 100%子会社全ての強
制であり選択が認められていない事についての意見を聞いたところ，次の
結果であった。
'①全く望ましくない： 30 (14.1%)②やや望ましくない： 35 (16.3%) 
③やむをえない： 110 (51.6%)④望ましい： 24 (11.3%)⑤大変望まし
ぃ： 11 (5.2%) 
100%子会社全ての強制について約 7割が肯定的であり，租税の中立性
と恣意性の排除の為に在るべき姿であるが，規模の小なる零細子会社の場
合事務の手間だけかかるために， 100%未満とする方法が講じられると予
想される。
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4. 子会社の繰越欠損金の持ち込み
問17において，連結納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金につ
いて一切の引継ぎが認められていない事についての意見を聞いたところ次
の結果であった。
①全く望ましくない： 142 (66.7%)②やや望ましくない： 41 (19.2%) 
③やむをえない： 26 (12.2%)④望ましい： 0 (0 %)⑤大変望ましい：
1 (0.5%) 
子会社の繰越欠損金の持ち込み否認について望ましくないが183社で全
体の86%を占めている。
第一に， これは，我が国では利益計上法人数と欠損法人数を見ると，平
成11年度の法人2,527,224社のうち利益計上法人は760,187社 (30.1%)と欠
損法人は1,767,037社 (69.9%)である。欠損法人の割合は平成元年49.6%
であったのが，平成11年69.9%で約20%も構成比で増加している事で，そ
の利用が出来ないためである。
第二に，連結納税適用開始前や加入前に生じた連結子法人の単体欠損金
額を連結納税申告において繰越控除できない。連結欠損金額として認めら
れなかった連結子法人の単体欠損金額は連結納税申告において繰越控除で
きないとしても，単体の課税所得金額で差し引けると解するのかが問題と
なる。我が国では，連結納税グループに子会社が加入前に有していた繰越
欠損金は，連結グループ加入時にその全額が以下の例外を除いて全額が切
捨てられるので，連結欠損金として連結所得金額との通算は認められな
い。（法人税法81の9②)
アメリカでは或る会社による他の会社の資産を取得した場合にはその時
点で会社のキャピタルゲイン・又はキャビタルロスは認識されないが，繰
越欠損金は引き継がれる。
「(a)法的合併 (b)買収後他社の支配権を持っために自社の議決権
株式と他会社の株式交換による買収 (C)他の会社の資産と自社の議決
権株式との交換による買収 (d) もし移転後譲渡会社が資産の移転され
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る会社の支配下にあるならば，他社へ自社の資産の一部又は全てをその株
主と交換に行われる移転 (e)組織再編成下の株式と社債の交換，被支
配会社の株式と社債の配分 (f)資本再編成 (g)会社の名称，形態，
又は所在地の単なる変更」 (!RCSEC381 (c))。そこで，「連結納税グルー
プ加入前の繰越欠損金は，その子会社の各年度の個別課税所得金額を限度
にして控除できる」 (Regulation1. 150 2-21 (b) (2) (i))。このように連結
納税グループ加入前の繰越欠損金を引き継ぐことは，単体所得と連結所得
の継続性を認めることになる。ここに日本とアメリカの差が見られる。
5. 連結付加税
問18において，連結納税制度の導入に当たって， 2年間の時限であるが
付加税2%が課税される事についての意見を聞いたところ次の結果であっ
た。
①すぐに撤廃すべきである： 161 (75.6%)②出来るだけ撤廃すべきであ
る： 43 (20.2%)③やむをえない： 6 (2.8%)④当然である： 1 (0.5%) 
⑤至極当然である： 0 (0 %) 
撤廃すべきという意見が全体の96%を占めている。
連結納税制度の導入に当たっての減収措置対策として採られたが導入企
業が当初より少なかった処からその効果は3,000億円とされている。
6. 寄付金
問19によれば，連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入で
ある事についての意見を聞いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 98 (46.0%)②やや望ましくない： 41 (19.3%) 
③どちらともいえない： 59 (27.7%)④望ましい： 12 (5.6%)⑤大変望
ましい： 1 (0.5%) 
連結法人が支出した寄付金の額は．連結親法人の連結個別資本等の金
額．連結所得金額を基に連結損金算入額を計算し．その超える部分の金額
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は損金不算入とする。」（法人税法81の6③)。このように連結法人を一体と
して計算している。次に「連結法人が連結完全支配関係がある他の連結法・
人に対して支出した寄付金に付いてはその全額を損金不算入とする。」（法
人税法81の6②)として寄付金の損金不算入となり相殺を認めていない。
本問は，全額損金不算入である事についての是非を問うたものである
が，望ましくないと答えたのが全体の65%で．望ましいの 7%に対し大き
な差となっている。
その理由は，次の 3つのケース①親会社が子会社に土地や機械設備等の
低額譲渡をした場合のその資産の対価と時価の差額。②親会社が子会社に
製品を販売する時に．他の第三者会社よりも有利に親会社で売上割戻しを
行う。③親会社が子会社に無利子や低利率による貸付など低廉供与した場
合のその経済的利益額については全て内部取引であるから相殺して一般寄
付金から除外する事が通常である。
処がこの規定は適正な課税を確保し租税回避行為を防止する為に，連結
グループ内の法人間の寄付金は，その全額を損金算入とするとしているか
らである。ここで最も問題となるのが出向者給与の出向元と出向先子会社
の差額の全額を損金算入されるおそれが生じることである。
7. 時価評価
問20で連結納税制度適用時に時価評価される事についての意見を聞いた
ところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 60 (28.2 %)②やや望ましくない： 35 (16.4%) 
③どちらともいえない： 100 (46.9%)④望ましい： 14 (6.6%)⑤大変望
ましい： 2 (0.9%) 
時価評価の対象子法人は原則として，「連結開始直前事業年度に有する
時価評価資産（固定資産，土地等，金銭債権，繰延資産，有価証券）の評
価益又は評価損は当該連結開始直前事業年度の所得の金額の計算上，益金
の額又は損金の額に算入する」（法人税法61の1①)。このように連結納税
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の適用開始・加入に際して，連結親法人に 5年未満保有されている100%
子会社を対象に，その有する含み損益に課税するが，その時期は連結開始
直前の単体としての最後事業年度である。
本問は，連結納税制度適用時に子会社の資産への時価評価される事につ
いて問うたが，望ましくないが全体の45%に対し， どちらともいえない
が，ほぼ同割合の46%あるところから 2通りに解釈できる。
第一に，連結納税適用直前期の評価益は未実現利益に対する課税とな
る。
しかし連結納税適用時の評価益の狙いは，連結納税適用後損益通算によ
り，連結課税所得を小として，連結法人税額を少なくする事を回避する為
のものである。
第二に，連結納税適用直前期に，評価損を出し課税所得を小として，単
体の法人税を少なくする事も可能であるが，評価損前の課税所得が無い場
合には，効果が無い。
そこで，アメリカの様に SERLY原則によって「ビルト・イン・デイダ
クションを連結納税申告では認めず，メンバーの所得からのみ損金算入を
認めている」 (Regulation1. 150 2-15)方法がないかが要求される。
8. 交際費
問21で交際費が連結親法人で一括して損金不算入の税務調整をする事に
ついて意見を聞いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 68 (31.9%)②やや望ましくない： 41 (19.2 %) 
③やむをえない： 92 (43.2%)④望ましい： 9 (4.2%)⑤大変望ましい：
0 (0 %) 
交際費については「交際費の損金不算入額は連結親法人の資本金額に応
じて連結親法人と連結子法人の支出した交際費の合計額で計算する」（租
特法68の66)。
本問は， この点について聞いたところ肯定的意見と否定的意見が約半数
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づつであった。
この回答の背景には．親会社は．交際費が損金算入であるが，中小子会
社（資本金5千万円まで）交際費の損金不算入額が使用できた事，大手企
業の社内部門の分社化の場合に交際費が不要である事等がある。
9. 内部取引の消去の処理
(1)固定資産
問22で．固定資産を内部取引の消去対象にしている事について意見を聞
いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 20 (9.4%)②やや望ましくない： 17 (8.0%)③ど
ちらともいえない： 82 (38.5%)④望ましい： 74 (34.7%)⑤大変望まし
ぃ： 17 (8.0%) 
望ましいという意見43%が．望ましくないという意見18%を2倍以上上
回っている。
「連結法人が各連結事業年度において譲渡損益調整資産（固定資産，土
地等．金銭債権，有価証券．又は繰延資産とし．その帳簿価額が1,000万
円に満たないものを除く）を他の連結法人に譲渡した場合の譲渡利益額又
は譲渡損失の金額は連結所得金額の計算上損金の額又は益金の額に算入す
る」（法人税法81の10①)。
連結グループ内では時価で取引される為．その移転を行った事により生
ずる譲渡損益は．その資産の連結グループ外への移転．連結グループ内で
の費用化等の時まで資産移転を行った法人において計上を繰延べる。
(2)金銭債権
問23で金銭債権を内部取引の消去対象にしている事について意見を聞い
たところ次の結果であった。
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①全く望ましくない： 11 (5.2 %)②やや望ましくない： 13 (6.1%) 
③どちらともいえない： 93 (43.7%)④望ましい： 79 (37.1 %)⑤大変望
ましい： 14 (6.6%) 
望ましいという意見44%が，望ましくないという意見11%を4倍以上上
回っている。
金銭債権の内部取引の消去は，貸倒引当金でも債権対象から差し引く為
に，連結会計と連結納税制度は同様である。
(3)棚卸資産
問24で棚卸資産を内部取引の消去対象にしていない事について意見を聞
いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 19 (8.9 %)②やや望ましくない： 33 (15.5 %) 
③どちらともいえない： 79 (37.1%)④望ましい： 59 (27.7%)⑤大変望
ましい： 19 (8.9%) 
望ましいという意見37%が望ましくないという意見25%を上回っている。
連結会計では連結会社間の棚卸資産について押し込み販売．架空売上に
よる架空利益の計上を排除する目的で未実現利益の消去を行うのに対し．
連結納税制度では棚卸資産の内部利益を消去しないのは．棚卸資産の回転
月数が3ヵ月前後で回転しており税の徴収上弊害がないからといえる。
10. 連結納税の方法
(1)所得通算型
問25で，納税制度の所得通算型の採用で意見を聞いたところ次の結果で
あった。
①全く望ましくない： 6 (2.8%)②やや望ましくない： 18 (8.5%)③ど
ちらともいえない： 121 (56.8)④望ましい： 57 (26.8%)⑤大変望まし
ぃ： 6 (2.8%) 
日本はアメリカやフランスと同様に所得通算型を採用しているが，これ
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を望ましいとする意見が約 3割で望ましくないとする意見が約 1割であ
る。しかし残り約 6割がどちらともいえないとしている。
(2)損益通算型
問26で連結納税制度は損益通算型を採用した方が良かったかと意見を聞
いたところ次の結果であった。
①損益通算型の方が良い： 29 (13.6 %)②どちらともいえない： 140 
(65.7%)③今回の所得通算型の方が良い： 39 (18.3%) 
前問と同じく約65%がどちらともいえないとしている。
イギリス型の損益通算型の場合には，繰越欠損金部分のみ通算するとい
う方法になる。
損益通算型は簡単ではあるがメリットが黒字企業グループにとって所得
通算型に比し余りないというシステムになり易い。
11. 連結納税の租税回避行為
問29で，連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人
の行為又は計算の否認規定が創設された事について意見を聞いたところ次
の結果であった。
①全く望ましくない： 25 (11.7 %)②やや望ましくない： 23 (10.8%) 
③どちらともいえない： 108 (50.7%)④望ましい： 50 (23.5%)⑤大変
望ましい： 1 (0.5%) 
行為又は計算の否認規定の創設が望ましいの意見24%と望ましくないの
意見23%でほぼ同数である。租税回避行為について具体的な規定がなけれ
ばこれにより包括的に租税回避行為に対し事例毎に事実認定で判断できる
事になる。
12. 連結納税制度の簡素性
問30で，我が国に導入された連結納税制度は利用するのに簡素な制度で
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あるかどうかについて意見を聞いたところ次の結果であった。
①大変複雑： 74 (34.8%)②複雑： 97 (45.8%)③どちらともいえない：
37 (17.5%)④簡素： 4 (1.9%)⑤大変簡素： 0 (0 %) 
連結納税制度は利用するのに複雑とする意見が約8割もある。
13. 連結納税システム
問31で連結納税制度の導入によって新たな連結納税システムを組むか関
し意見を聞いたところ次の結果であった。
大変複雑なシステムを組む： 10 (4.7%)②複雑なシステム26(12.1 %) 
③どちらともいえない： 140 (65.7 %)④簡素なシステムを組む： 34 
(16.0%)⑤大変簡素なシステムを組む： 3 (1.4%) 
前問の複雑さが約8割あるのに対し，よって新たな連結納税システムを
組むのは， 35%で低いのは，導入の切迫感がないためである。
14. 連結税効果会計システム
問32で，連結納税制度の導入で新たな連結税効果会計システムを組むか
関し意見を聞いたところ次の結果であった。
大変複雑なシステムを組む： 6 (2.8%)②複雑なシステムを組む： 10 
(4.7%)③どちらともいえない： 163 (76.9%)④簡素なシステムを組む：
28 (13.0%)⑤大変簡素なシステムを組む： 5 (2.4%) 
連結納税制度の導入で連結税効果会計に大きな影響が生じるが，新たに
連結税効果会計システムの創設が必要としている割合が約2割と低いのは
検討が未だなされず導入の切迫感がないためである。
il. クロス集計分析
1. 連結納税制度の導入意向によるクロス集計分析
次の 5つ分類を縦軸として連結納税の質問15から問29のクロス集計を
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行った。
連結納税制度の導入意向の①付加税廃止にかかわりなく早期導入の予定
である②付加税廃止の時点で導入の予定である③いずれ時期を見て導入す
ることになる。④導入か否か迷っている⑤導入の予定はない の5分類で
ある。
(1) 100%子会社連結範囲
100%子会社とする事について．早期導入の予定である会社は．大変望
ましいという意見が56%である。そして導入か否か迷っている会社と導入
の予定はない会社がそれぞれわからないという回答が52%である点に特徴
がある。
戸納税導入傾向/Q15 連結範囲について100%子会社に限定される事についての意見
i i ， f 『合 無 総 80 i 90 ~ 『岱 無 総回 i i 回しコ し9 答 計 ,. 答 計
いずれ時期をみて導入 16 1 4 25 16 0 62 いずれ時期をみて導入 0.258 0.016 0.065 0.403 0.258 ゜I 早期岨入の予定 I I 4 I ， 0 16 早期導人の予定 0.063 0.063 0.25 0,063 0.563 ゜1 惑入か否か迷っている 2 5 2 17 6 I 33 慈入か否か迷っている 0.061 0.152 0.061 0.515 0.182 0.03 I 
尊入の予定は無い 5 6 10 48 21 3 93 導入の予定は無い 0.054 0.005 0.108 0,516 0.226 0.032 1 
付加税廃止時点 2 I I 3 1 ゜8 付加税廃止時点 0,25 0.125 0.125 0.375 0.125 ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ 1 ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ I ゜I 総計 26 14 21 94 54 4 213 総計 0.122 0.066 0.099 0.441 0.254 0.019 1 
(2)連結範囲の強制
どの連結納税制度の導入意向をとっても連結範囲の任意性の要望が少な
く強制がやむを得ないという意見がトップである。
Ql4 連結納税導入傾向 I Ql6 遮結納税制度の適用にあたって， 100%子会社全ての強制であり選択
が認められていない事についての意見
汀且いま いはま 『盗 『無 総 汀且いま はいま 『岱， 無 総回 回し9 い 答 計 し・ し》 答 計
いずれ時期をみて導入 36 10 7 ゜
， 0 62 いずれ時期をみて導入 0.581 0.161 0.113 0 0.145 ゜I 早期尊入の予定 7 2 4 2 I 0 16 早期尊入の予定 0.438 0,125 0,25 0.125 0,063 ゜I 尋入か否か迷っている 15 ， 6 ゜3 0 33 導入か否か迷っている 0.455 0.273 0.182 0 0.091 ゜1 導人の予定は無い 49 12 10 8 11 3 93 導入の予定は無い 0.527 0.129 0,108 0.086 0,118 0.032 I 
付加税廃止時点 3 2 3 ゜゜ ゜8 付加税擁JI:時点 0.375 0.25 0.375 ゜゜ ゜I 無回答 ゜゜ ゜I ゜゜ 1 無回答 ゜゜ ゜1 ゜゜ I 総計 110 35 30 1 24 3 213 総計 0.516 0.164 0.141 0.052 0.113 0.014 I 
(3)子会社の繰越欠損金の持ち込み
どの連結納税制度の導入意向をとっても子会社の繰越欠損金の持ち込み
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引継ぎが認められないのは，全く望ましくないとしている。
Ql4 連結納税導入傾向 / Ql7 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引
継ぎが認められていない事ついての意見
紅；且いま 且いま 『姿
無 総 汀且いま はいま 『岱 無 総I 回 回い 答 計 し9 答 計
いずれ時期をみて導入 5 14 43 ゜0 62 いずれ時期をみて導入 0,081 0.226 0.694 ゜゜ I 早期導入の予定 I 3 12 ゜0 16 早期甜入の予定 0.063 0.188 0.75 ゜゜ 1 甜入か否か迷っている 4 6 23 ゜0 33 導入か否か迷っている 0.121 0.182 0.697 ゜゜ I 導入の予定は無い 15 17 58 ゜3 93 尊入の予定は無い 0.161 0.183 0.624 0 0.032 1 付加税廃止時点 1 1 6 ゜゜ 8 付加税廃止時点 0.125 0.125 0.75 ゜゜ I 無回笞 ゜゜ ゜1 ゜1 無回答 ゜゜ ゜I ゜l 総計 26 41 142 I 3 213 総計 0.122 0.192 0.667 0.005 0.014 I 
(4)連結付加税
どの連結納税制度の導入意向をとっても連結付加税は，撤廃すべきとい
う意見が圧倒的に多い。
Q14 連結納税導入傾向 / Q18 連結納税制度に尊入にあたって. 2年間の時限であるが付加税2%が
課税される事についての意見をお聞かせ下さい。
り；息！ 『無 総 合i；息＇ r 
無 総
回 回, 答 計 き し‘ 答 計
いずれ時期をみて導入 1 15 46 ゜0 62 いずれ時期をみて尊入 0.016 O.Z4Z 0.742 ゜゜ 1 早期導入の予定 I 2 13 ゜0 16 早期尊入の予定 0.063 0.125 0.813 ゜゜ 1 尊人か否か迷っている ゜3 30 ゜0 33 導入か否か迷っている 0 0,091 0.909 ゜゜ 1 導入の予定は無い 4 泣 65 ゜2 93 導入の予定は無い 0.043 0.237 0.699 0 0.022 1 付加税廃止時点 ゜l 7 ゜゜ 8 付加税廃止時点 0 0.125 0.875 ゜゜ I 無回答 ゜゜ ゜1 ゜1 無回答 ゜゜ ゜1 ゜1 総計 6 43 161 I 2 213 総計 0.028 0.202 0.756 0.005 0.009 1 
(5)グループ内寄付金
早期導入や連結付加税廃止時点で導入予定である会社は，グループ内で
の一般寄付金の全額損金算入を約 9割が望ましくないとしている。
Ql4 連結納税導入傾向 / Ql9 連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入である事につい
ての意見をお聞かせ下さい。
いぇな ちとらt ・且いま いはま『岱 『
無 総
いぇなちどらとも
はいま はいま
『姿 『無 総回 回, 
し≫ し・ 答 ilt し》 し≫ 答 1lt 
いずれ時期をみて尊入 11 18 29 ゜4 0 62 いずれ時期をみて澪入 0.177 0.29 0.468 0 0.065 ゜I 早期導入の予定 2 4 10 ゜゜ 0 16 早期尊入の予定 0.125 0,25 0.625 ゜゜ ゜I 導入か否か迷っている 8 2 22 ゜I 0 33 尊入か否か迷っている 0.242 0.061 0.667 0 0.03 ゜1 導人の予定は無い 36 15 32 1 7 2 93 尊入の予定は無い 0.387 0.161 0.344 0.011 0,075 0.022 1 
付皿税廃止時点 I 2 5 ゜゜ ゜8 付加税廃止時点 0.125 0.25 0.625 ゜゜ ゜I 無回答 I ゜゜ ゜゜ ゜1 無回答 1 ゜゜ ゜゜ ゜1 総計 59 41 98 1 12 2 213 総計 0,277 0.192 0.46 0.005 0.056 0.009 1 
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(6)連結納税適用時の時価評価
(901) 37 
連結納税適用時の子会社資産の時価評価に関し，望ましくないとしてい
るのは連結付加税廃止時点で導入予定である会社で76%,早期導入会社も
63%である。
Q14 遮結納税導入傾向 I Q20 連結納税制度的用事に時価評価される事についての意見をお聞かせ下
さい。
いぇなちどらとも
且いま いはま
『岱 『無 総 いぇなちどらとも
且いま はいま
『羹 『無 総回 回
し》 し2 答 計 ,. し・ 答 計
いずれ時期をみて導入 23 18 19 ゜2 0 62 いずれ時期をみて惑入 0.371 0.29 0.306 0 0,032 ゜I 早期噂入の予定 5 3 7 ゜1 0 16 早期尊入の予定 0.313 0,188 0.438 0 0.063 ゜1 恋入か否か迷っている 13 7 12 ゜I 0 33 尊入か否か迷っている 0.394 0.212 0.364 0 0.03 ゜I 奪入の予定は無い 57 6 17 2 ， 2 93 尊入の予定は無い 0.613 0.065 0.183 0.022 0.097 0.022 1 
付加税廃止時点 2 I 5 ゜゜ ゜8 付加税廃止時点 0.25 0.125 0.625 ゜゜ ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ 1 ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ I ゜1 総計 100 35 60 2 14 2 213 総計 0.469 0.164 0.282 0,009 0.066 0.009 I 
(7)交際費
交際費について．連結親法人で一括して損金不算入する事について， ど
の連結納税制度の導入意向をとっても意見がまちまちで分れている。
Q14 連結納税導入傾向 / Q21 交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整する事に
ついての意見をお聞かせ下さい。
汀且いま はいま 『無 総 汀い且ま 且いま 『無 総回 回し・ 答 計 し・ 答 計
いずれ時期をみて導入 32 12 16 2 0 62 いずれ時期をみて岨入 0,516 0.194 0.258 0.032 ゜1 早期導入の予定 3 3 8 2 0 16 早期導入の予定 0.188 0.188 0.5 0.125 ゜1 尊入か否か迷っている 10 7 15 I 0 33 導入か否か迷っている 0.303 0.212 0.455 0.03 ゜I 導入の予定は無い 心 19 25 3 3 93 導入の予定は無い 0,4<氾 0.204 0,269 0.032 0.032 I 
付加税廃止時点 4 ゜4 ゜゜ 8 付加税廃止時点 0.5 0 0,5 ゜゜ I 無回答 ゜゜ ゜I ゜） 無回答 ゜゜ ゜I 0 I 総計 92 41 68 ， 3 213 総計 0.432 0.192 0.319 0.042 0.014 I 
(8)内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産の内部取引の消去についてどちらでもないという意見が．連結
納税制度に導入か否か迷っている会社52%,導入の予定のない会社42%の
反面望ましいという意見も又同比率ある。
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Ql4 連結納税導入傾向 I Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
をお聞かせ下さい。
いぇな ちどらもと且いま 且いま 『会 『
無 総 いiと・ はいま はいま 『姿 『
無 総
回 ． 各し• 回
し》 し】 答 計 し》 ,. 答 計
いずれ時期をみて諄入 17 6 5 6 28 0 62 いずれ時期をみて浮入 0.274 0,097 0.081 0.097 0.452 ゜I 早期閉入の予定 6 ゜2 3 5 0 16 早期尊人の予定 0,375 0 0.125 0.188 0.313 ゜I 尊入か否か迷っている 17 2 4 I ， 0 33 尊入か否か迷っている 0,515 0,061 0.121 0.03 0.273 ゜l 辱入の予定は無い 39 8 8 7 28 3 93 導入の予定は無い 0.419 0.086 0.086 0.075 0.301 0.032 I 
付加税廃止時点 3 I l ゜3 ゜8 付加税廃止時点 0.375 0.125 0.125 0 0.375 ゜I 無回笞 ゜゜ ゜゜ 1 ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ I ゜1 総計 82 17 20 17 74 3 213 総計 0.385 0.08 0.094 0.08 0.347 0.014 I 
(9)内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権の内部取引の消去について， どちらともいえないという意見
が，導入か否か迷っている会社58%, 導入の予定のない会社44%がある反
面望ましいという意見が同比率あり，上記 (8) と同傾向にある。
Ql4 連結納税導入傾向 I Q23 内部取引の消去で金銭債権を対象にしている事についての意見をお聞
かせ下さい。
な,しぇ•. ちどらもと且いま 且いま 『岱 『
無 総
いぇな ちどらもと且いま はいま 『岱 『
無 総
但l 但l
し》 し》 答 :1- し・ , 答 JI・ 
いずれ時期をみて坦入 25 5 2 5 25 0 62 いずれ時期をみて導入 0,403 0,081 0.032 0.081 0.403 ゜I 早期思入の予定 5 I 2 2 6 0 16 早期導人の予定 0.313 0.063 0.125 0.125 0.375 ゜I 導入か否か迷っている 19 2 3 ゜
， 0 33 芍入か否か迷っている 0.576 0.061 0.091 0 0.273 ゜I 芍入の予定は無い 41 4 3 7 35 3 93 尊入の予定は無い 0.441 0,043 0,032 0.o75 0.376 0.032 1 
付加税靡止時点 3 1 I ゜3 ゜8 付加税擁止時点 0.375 0.125 0.125 0 0.375 ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ I ゜］ 無回答 ゜゜ ゜゜ I ゜I 総計 93 13 11 14 79 3 213 総計 0.437 0.061 0.052 0.066 0.371 0.014 1 
(10)内部取引の消去一棚卸資産
望ましいという意見が早期導入会社では約8割に対し，連結付加税廃止
時点で導入予定の会社では約5割である。
Q14 連結納税導入傾向 / Q24 内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお聞かせ下
さい。
いぇない~ ちどらとも はいま はいま ］岱 『
無 総
いぇな ちどらt u いま 且いま 『岱 『無 総回 回し》 い 答 計 , し》 , 答 計
いずれ時期をみて尊入 22 11 4 2 23 0 62 いずれ時期をみて尊入 0.355 0.177 0.065 0.032 0.371 ゜1 早期尊人の予定 3 ゜2 5 6 0 16 早期芍入の予定 0.188 0 0.125 0.313 0.375 ゜1 荘入か否か迷っている 18 2 2 3 7 1 33 岨人か否か迷っている 0.545 0.061 0.061 0,091 0.212 0.03 1 
導人の予定は無い 34 19 10 7 20 3 93 浮人の予定は無い 0.366 0,204 0.108 0.075 0,215 0.032 1 
付加税廃止時点 2 I I 2 2 ゜8 付加税廃I日時点 0.25 0.125 0.125 0.25 0.25 ゜1 無阿答 ゜゜ ゜゜ I ゜1 無回答 ゜゜ ゜゜ 1 ゜I 総 1・ 79 33 19 19 59 4 213 総計 0.371 0.155 0,089 0.089 0.277 0.019 I 
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(11)所得通算型
(903) 39 
連結納税制度の導入で今回所得通算型を導入したことについて， どの連
結納税制度の導入意向をとっても， どちらともいえないという意見が5-
7割ある。
Ql4 連結納税羽入傾向 / Q25 連結納税の慈入で所得通算型を採用についての意見をお聞かせくださ
し％
しえな） とらも・ 
なげ 汀いま ］査 『
無 総
,ぇなし, 》 ちどらもとtし｝ 嘉まtいiま 『査 讐 無 総し9 い] 回 し 匝lし‘ し、 答 計 しン し' 答 ,1 
いずれ時期をみて羽人 30 8 ゜1 23 0 62 いずれ時期をみて導入 0.484 0129 0 0.016 0.371 ゜1 早期慈入の予定 8 2 1 I 4 0 16 早期芍入の予定 0.5 0125 0.063 0.063 0.25 ゜I 導入か否か迷っている 23 4 ゜゜ 5 I 33 羽入か否か迷っている 0.697 0121 ゜0 0.152 0,03 I 慈入の予定は無い 54 4 3 4 24 4 93 芍人の予定は無い 0.581 0.043 0.032 0.043 0.258 0.043 I 
付加税廃止時点 5 ゜2 ゜I ゜8 Hbll税廃JI:時点 0.625 0 0,25 0 0.125 ゜I 無回答 1 ゜゜ ゜゜ ゜l 無1且l答 1 ゜゜ ゜゜ ゜1 総計 121 18 6 H 57 5 213 総 ,i 0 568 0,085 0.028 0028 0.268 0,023 l 
(12)損益通算型
連結納税制度の導入で損益通算型を導入した方が良かったかについて，
どの連結納税制度の導入意向をとっても， どちらともいえないという意見
が6-8割ある。
Q14 連結納税迫入傾向 I Q26 連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方がよかったと思われま
すか。
しぇな・ちど;i H 無 総 しぇない、 ちどらもと汀~, 無総阿 ["[ い らとも 答 al・ 答，i
いずれ時期をみて浮人 39 15 7 I 62 いずれ時期をみて恐入 0.629 0.242 0.113 0.016 I 
早期芍入の予定 ．4 3 0 16 早期慈入の予定 0.563 0.25 0.188 ゜I 荘入か否か迷っている 26 4 2 I 33 慈入か否か迷っている 0.788 0.121 0.061 0.03 I 
導入の予定は無い 59 16 15 3 93 遅入の予定は無い 0.634 0.172 0.161 0.032 I 
付加税廃止時点 6 ゜2 ゜8 付加税廃止時点 075 0 025 （） I 無回答 j ゜゜ ゜1 無回答 I ゜゜ ゜I 総計 140 39 29 5 213 総計 0 657 0.183 0 136 0023 I 
(13)連結納税の租税回避行為
連結納税の租税回避行為を防止するために連結法人の行為または計算の
否認規定の創設に関し，早期導入会社を除いて，連結納税制度の導入意向
をとっても， どちらともいえないという意見が5-6割ある。
40 (904) 
?
47 巻
? ?
号
Q14 連結納税導入傾向 I Q29 連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為
又は計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ下さい。
,ぇない.どちらとも 且いま 且いま 『合 『
無 総
ないぇし• ちどらもと 且いま 且いま 『§ 『
無 総
回 回
し・ し・ 答 計 し9 し・ 答 計
いずれ時期をみて尊入 31 8 8 0 14 I 62 いずれ時期をみて辺人 0.5 0.129 0.129 0 0.226 O.o16 I 
早期尊入の予定 5 ゜5 ゜5 I 16 早期慈入の予定 0.313 0 0,313 0 0,313 0.063 1 恐入か否か迷っている 18 5 5 ゜5 0 33 導入か否か迷っている 0,545 0,152 0.152 0 0.152 ゜1 導入の予定は無い 49 10 5 0 25 4 93 導入の予定は無い 0.527 0.108 0.054 0 0.269 0.043 I 付加税瀕止時点 5 ゜2 ゜I ゜8 付加税廃止時点 0.625 0 0.25 0 0.125 ゜I 無回答 ゜゜ ゜1 ゜゜ 1 無回笞 ゜゜ ゜I ゜゜ I 総計 108 ね 25 I 50 6 213 総計 0.507 0.108 0.117 0.005 0.235 0.028 I 
2. 税制委員会の会員と非会員の2分類のクロス集計分析
日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非会員の2分類を
縦軸として問14から問29のクロス集計を行った。
(1)連結納税導入の意向
連結納税導入の導入予定有りが会員56%で非会員36%に対し．予定無し
が会員25%で非会員50%となっており大きな差となって表れている。
I●税制委員会員・非会員 / Q14 連結納税導入傾向
???
? ?
??冒門
総
会貝
非会目
総計 銅 冒
ー
ー ＿
?
＿?
???
(2) 100%子会社連結範囲
連結範囲について分からないとの回答が会員約3割に対し，非会員約5
割になっている。
IQ14税制委員会員・非会貝 /QlS 逮結範囲について100%子会社に限定される事についての意見
会員
非会貝
総計
?
???＿
? ? ? ?
?
??＿
?
?
?
?
ー ＿
? ? ?昌
総
贔
(3)連結範囲の強制
連結範囲の選択に任意性がなく強制である点について， やむをえないと
望ましいとする肯定的意見合計が会員65%で非会員68%となっており殆ん
ど差はみられない。
連結納税制度の企業対応動向調査分析結果（大倉） (905) 41 
●税制委員会員・非会員 / Q16 連結納税制度の適用にあたって. 100%子会社全ての強制であり選択
が認められていない事についての意見
会員
非会貝
総計
??
?
ぃ ＿
?
＿? ? ?冒
? ?総 a ??????
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
子会社の繰越欠損金の持ち込みについて望ましくないとする意見が会員
96%に対し，非会員83%で両者に13%の差がある。
●税制委員会員・非会員 / Ql7 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引
継ぎが認められていない事についての意見
会貝
非会員
総計
言
無
虞亘
総
言
総
(5)連結付加税
2年間の連結付加税について撤廃すべきとする意見が，会員98%で非会
員95%となっており殆んど差はみられない。
●税制委員会員・非会員 / Q18 連結納税制度に導入にあたって. 2年間の時限であるが付加税2%が
課税される事についての意見をお聞かせ下さい。
会H
非会員
総計
????ぃ
? ? ?
?
???
?
??
? ? 鳳
総
(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金の全額損金不算入について，全く望ましく
ないとする意見が会員約7割に対し，非会員約4割で両者に 3割の差があ
る。
42 (906) 
?
47 巻
? ?
号
●税制委員会員・非会員 / Q19 連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入である事につい
ての意見をお聞かせ下さい。
会U
非会貝
総計
?????
?
? ? ?冒
?? ?
?
??
?
“ 
総
(7)時価評価
連結納税適用時に子会社の資産について時価評価される事に対し，全く
望ましくないとする意見が会員48%に対し，非会員約22%で両者に 2倍以
上の差がみられる。
●税制委員会貝・非会員 I Q20 連結納税制度的用事に時価評価される事についての意見をお聞かせ下
さいc
会目
非会員
総社
冒
???ぃ
? ?
? ? ?
?
総
直
(8)交際費
交際費について，連結親法人で一括して損金不算入する事について，や
むをえないとする意見が会員46%で非会員43%となっており両者に殆んど
差はみられない。
●税制委員会員・非会員 I Q21 交際費について連結親法人で一括して担金不算入の税務調整する事に
ついての意見をお聞かせ下さい。
会1
非会U
総Jt
???
????＿
言 ? ? ? ?
????
二
(9)内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
的意見合計が会員52%で非会員40%となっており両者に10%の差がみられ
る。
連結納税制度の企業対応動向調査分析結果（大倉） (907) 43 
●税制委員会員・非会員 I Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
をお聞かせ下さい。
会貝
非会日
総計
冒
????＿
? ? ? ?
????ー＿??? ? 冨 ???
???
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
的意見合計が会員44%で非会員44%となっており両者に差はみられない。
●税制委員会員・非会貝 I Q23 内部取引の消去で金銭偵権を対象にしている事についての意見をお聞
かせ下さい。
会U
非会目
総計
????＿
? ? ? ?冒
? ?＿
??
? ? 鳳
総
?
? ー ＿
?
＿?
? ?
(11) 内部取引の消去一棚卸資産
棚卸資産を内部取引の消去の対象外としている事について，望ましいと
する肯定的意見合計が会員50%で非会員33%となっており両者に 7%の差
がみられる。
●税制委員会貝・非会貝 / Q24 内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお聞かせ下
さい。
会U
非会貝
総計
冑］
????＿
? ? ? ?
? ?総
“ 
???
???
(12)所得通算型
連結納税の導入で今回所得通算型を導入したことについてどちらともい
えないが，会員52%で非会員58%となっており両者共に過半数を超えてい
る。
44 (908) 
?
47 巻
? ? ?
I●税制委員会員・非会員 / Q25 連結納税の専入で所得通算型を採用についての意見をお聞かせください。1
辿
非会且
総;it □: ????＿? ? ? ??????総~ 三 ????
(13)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を導入した方が良かったかについてどちら
ともいえないが，会員58%で非会員68%となっており両者共に 6-7割に
近い。
●税制委員会員・非会員 I Q26 連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方がよかったと思われま
すか，
会ti
非会n
総，n
????＿
??
＿?
? ?瓢 ??????
(14)連結納税の租税回避行為
連結納税の租税回避行為を防止するために連結法人の行為または計算の
否認規定の創設について，
となっており両者共に過半数を超えているかまたはこれに近い。
どちらともいえないが，会員58%で非会員49%
●税制委員会員・非会員 I Q29 連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為
又は計箕の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ下さい。
会u
Jls全日
総，It
?????
? ? ? ?冒 ー ＿?＿?
? ? ?
“ 
総
????
3. 国内100%子会社数ランクによるクロス集計分析
国内100%子会社数を10社未満， 10社以上，
類として問14から問29のクロス集計を行った。
20社以上， 30社以上の 4分
(1)連結納税導入の意向
連結納税導入の導入予定有りの比率は， 100%子会社数が10社未満で
10社以上で46%,20社以上で59%,30社以上で74%となっており社31%, 
連結納税制度の企業対応動向調査分析結果（大倉） (909) 45 
数が大ほど連結納税導入の有りが大である。
I●子会社数別ランク I Ql4 連結納税導入傾向
み.,て入を,ずれ'い" , 象定贔閃翌ている導か否力人> i閃闘点
無 総 みをし・
定象篇？ 迷てしるつ・巧か否人 昇＂ 
無 総
回 屯入て時ず叫 回
し，象 答 計 い予 答 計
10以上 13 4 6 14 ゜0 37 10以上 0.351 0.108 0.162 0.378 ゜゜ I 10未沿 26 5 20 71 4 1 127 10未満 0.205 0,039 0.157 0,559 0.031 0.008 1 
20以J: 6 I 3 3 1 0 14 20以J: 0.429 0.071 0 214 o.rn 0,071 ゜1 30以J.: 17 6 4 5 3 0 35 30以上 0.486 0 171 0114 0.143 0,086 ゜I 総計・ 62 16 33 93 8 1 213 総計 0.291 0.o75 0155 0.437 0,038 0,005 1 
(2) 100%子会社連結範囲
連結範囲について分からないとの比率は100%子会社数の10社未満で
48%, 10社以上で43%, 20社以上で29%, 30社以上で37%となっており社
数が小ほどその分からないが大の傾向が見られる。
I●子会社数別ランク / Ql5 連結範囲について100%子会社に限定される事についての意見
10以上
10未満
20以上
30以上
総Jf
? ? ?
??
＿? ? ? ?
? ? ? ? ?
??
? ?
?
?
????
? ? ? ? ? ?
?????ー＿
?
? ?
?
＿?
総 総 ， ???????? 麟量
(3)連結範囲の強制
連結範囲の選択に任意性がなく強制である点について． やむをえないと
望ましいとする肯定的意見合計が100%子会社数の10社未満で72%, 10社
以上で78%, 20社以上で64%,30社以上で46%となっており社数が大ほど
小の傾向が見られる。
●子会社数別ランク / Ql6 連結納税制度の適用にあたって， 100%子会社全ての強制であり選択が認
められていない事についての意見
合f且いまu いま 『命 『 無 総 ない やむを なげu いま 悶命 ？ 無 総回 し,i し 団し・ し) 答 計 え し・ し・ 答 Jt 
IO以上 25 4 4 I 3 0 37 10以上 0.676 0 108 0.108 0.027 0.081 ゜I 10未満 64 21 12 10 17 3 127 IO未満 0.504 0.165 0.094 0.079 0.134 0.024 I 
20以I: 6 3 2 ゜3 0 14 20以上 0.429 0.214 0.143 0 0.214 ゜I 30以上 15 7 12 ゜I 0 35 30以上 0.429 0.2 0 343 0 0.029 ゜1 総，lr 110 35 30 11 24 3 213 総,/1・ 0.516 0.164 0.141 0.052 0.113 0,014 1 
46 (910) 第 47巻第 6 号
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
子会社の繰越欠損金の持ち込みについて望ましくないとする意見が
100%子会社数の10社未満で80%, 10社以上で91%, 20社以上で86%, 30 
社以上で100%となっており社数が大ほど大の傾向が見られる。
●子会社数別ランク / Q17 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引継ぎ
が認められていない事ついての意見
汀且いま 且いま 戸無 総 合i且いま 且いま 戸無 総fol 回し、 答 JI・ し・ 答 ,I・ 
JO以I: 3 7 27 ゜0 37 10以上 0,081 0.189 0.73 ゜゜ 1 10未満 21 27 75 I 3 127 10未満 0.165 0.213 0.591 0.008 0.024 1 
20以上 2 3 ， ゜0 14 20以上 0.1心 0.214 0.643 ゜゜ I 30以上 ゜4 31 ゜0 35 30以上 0 0.114 0,886 ゜゜ I 総計 26 41 142 1 3 213 総計 0.122 0.192 0.667 0.005 0.014 I 
(5)連結付加税
2年間の連結付加税について撤廃すべきとする意見が， 100%子会社数
の10社未満で94%, 10社以上で100%,20社以上で93%, 30社以上で100%
となっており社数に関係なく撤廃要望が強い。
●子会社数別ランク / Ql8 連結納税制度に羽入にあたって. 2年間の時限であるが付加税2%が課税
される事についての意見をお聞かせ下さい。
合f＂ 廃 ！ 『無 総 合『＂ 廃 り『無 総回 回し》 答 ,It さ し》 答 ,Jt 10以J: ゜4 33 ゜0 37 10以上 0 0,108 0.892 ゜゜ I JO未満 5 34 85 1 2 127 10未満 0.039 0.268 0.669 0.008 0.016 I 
20以上 I I 12 ゜0 14 20以上 0.071 0,071 0.857 ゜゜ I 30以上 ゜4 31 ゜0 35 30以上 0 0.114 0.886 ゜゜ I 総社 6 43 161 I 2 213 総計 0.028 0.202 0.156 0.005 0.009 I 
(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金の全額損金不算入に関し．全く望ましくな
いとする意見が， 100%子会社数の10社未満で35%, 10社以上で51%, 20 
社以上で50%,30社以上で80%となっており社数の大になるほど否定的意
見が強い。
'●子会社数別ランク / Q19 連結グループ内の一般寄付金について全額担金不算入である事についての
意見をお問かせ下さい。
連結納税制度の企業対応動向調査分析結果（大倉） (911) 47 
いぇなし• ちらどとも 且いま 且いま 戸『
無 総
,ぇな.ちらt どu いま 且いま 『岱 『無 総旧 恒lし、 い 答 ,I・ し・ し・ し』 答 計
10以上 7 11 19 ゜゜ 0 31 JO以J: 0.189 0.2町 0,514 ゜゜ ゜I 10未満 47 23 44 I 10 2 127 10未満 0,37 0.181 0,346 0.008 0.079 0.016 I 
20以上 2 3 7 ゜2 0 14 20以上 0.143 0.214 0.5 0 0.143 ゜I 30以上 3 4 28 ゜゜ 0 35 30以上 0. 螂 0.114 0,8 ゜゜ ゜I 総計 59 41 98 I 12 2 213 総dt 0、2770.192 0,46 0.005 0.056 0.0⑲ I 
(7)時価評価
連結納税適用時に子会社の資産について時価評価される事に対し，全く
望ましくないとする意見が100%子会社数の10社未満で15%,10社以上で
38%, 20社以上で50%,30社以上で57%となっており，社数の大になるほ
ど否定的意見が益々強くなる。
●子会社数別ランク I Q20 連結納税制度適用事に時価評価される事についての意見をお聞かせ下さ
し>o
いぇな ちらもど且いま 且いま 『念 『
無 総
,えな,とらも・ u いま 且いま 『姿 『無 総回 回し・ し・ し9 答 ilt . し》 し‘ 答 計
10以上 16 7 14 ゜゜ 0 37 10以.I: 0.432 0.189 0.378 ゜゜ ゜I 10未満 71 20 19 2 13 2 127 10未満 0.559 0.157 0.15 0.016 0.102 0.016 I 
20以I: 4 2 7 ゜I ! 0 14 20以上 0,286 0.143 0,5 0 0.071 ゜I 30以上 ， 6 20 ゜゜ 0 35 30以I: 0.257 0.171 0.571 ゜゜ ゜I 総JI・ 100 35 60 2 14 2 213 総計 0.469 0.164 0.282 0.009 0,066 0.009 I 
(8)交際費
交際費について，連結親法人で一括して損金不算入する事について，
むをえないとする意見が100%子会社数の10社未満で43%, 10社以上で
30社以上で43%となっており殆んど差はみられな
や
32%, 20社以上で71%,
し％。
●子会社数別ランク / Q21 交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整する事につい
ての意見をお聞かせ下さい。
10以上
10未満
20以上
30以上
総計
ー ＿
?
? ?
??
??????
??
? ?
??
? ? 総計〗謬
正 ??????
?
?
(9)内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
48 (912) 第 47巻第 6 号
的意見合計が100%子会社数の10社未満で36%, 10社以上で38%,20社以
上で78%,30社以上で58%となっており，むしろどちらともいえないとい
う意見が10社未満と10社以上各43%で最も多い。
●子会社数別ランク I Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見をお
聞かせ下さい。
,ぇない.ちらもどと はいま はいま 『岱 『
無 総
いぇな ちどらもと 且いま 且いま 戸『
無 総
回 回, , 答 計 , し9 答 計
10以上 16 3 3 4 10 I 37 10以上 0.432 0.081 0.081 0.108 0.27 0,027 I 
10未満 54 10 15 9 37 2 127 10未満 0,425 0.079 0.118 0.071 0.291 0,016 I 
20以上 2 ゜I I 10 0 14 20以上 0.143 0 0.071 0.071 0.714 ゜I 30以上 10 4 I 3 17 0 35 30以上 0.286 0.114 0.029 0,086 o. 侶6 ゜I 総計 82 17 20 17 74 3 213 総計 0.385 0.08 0.094 0.08 0.347 0,014 I 
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権を内部取引の消去としている事について．望ましいとする肯定
的意見合計が100%子会社数の10社未満で46%, 10社以上で27%,20社以
上で85%,30社以上で37%となっており，むしろどちらともいえないとい
う意見が10社以上で65%もある。
●子会社数別ランク I Q23 内部取引の消去で金銭債権を対象にしている事についての意見をお聞かせ
下さい。
しぇな・ ちどらt u いま 且いま 『岱 『無 総 ,ぇな.ちどらt 且いま 且いま 戸『無 総恒l 回し・ し・ , 答 計 ,. し・ し・ 答 計
10以上 24 I I 2 8 I 37 10以上 0.649 0.027 0.027 0.054 0.216 0.027 1 
10未満 52 6 ， 8 50 2 127 10未満 0.409 0.047 0,071 0.063 0,394 0.016 I 
20以上 2 ゜゜ 0 12 0 14 20以上 0.143 ゜゜ 0 0,857 ゜I 30以J: 15 6 I 4 ， 0 35 30以上 0.429 0.171 0.029 0.114 0.257 ゜I 総al・ 93 13 11 14 79 3 213 総計 0.437 0.061 0.052 0.066 0.371 0.014 I 
(11) 内部取引の消去一棚卸資産
棚卸資産を内部取引の消去の対象外としている事について． どちらとも
いえないという意見が100%子会社数の10社未満で41%, 10社以上で41%,
20社以上で42%, の40%台であるが,30社以上では大変望ましい54%に
なっている。
l●子会社数別ランク / Q24 内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお聞かせ下さ
し％。
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,なぇ.ちどらも且いま 且いま 琵 『
無 総 ,. ど
なげ且いま 『念 『
無 総
回 ぇな~ ちら 回
し、 し いと
し,iし≫ し9 答 ,It も し、 し》 答 計
10以l: 15 6 3 4 8 1 37 10以上 0.405 0.162 0.081 0.108 0.216 0.027 I 
IO未満 52 22 15 7 28 3 127 JO未満 0.409 0.173 0.118 0.055 0.22 0.024 I 
20以 t 6 2 ゜2 4 0 14 20以k 0.429 0.143 0 0.143 0.286 ゜I 30以上 6 3 I 6 19 0 35 30以上 0.171 0.086 0.029 0.171 0,543 ゜I 総計 79 33 19 19 59 4 213 総計 0.371 0.155 0.089 0.089 0 277 0.019 1 
(12)所得通算型
連結納税の導入で今回所得通算型を導入したことについてどちらともい
えないが， 100%子会社数の10社未満で59%, 10社以上で51%, 20社以上
で65%,30社以上で51%となっておりいずれも50-60%台で規模による差
は見られない。
I• 子会社数別ランク I Q25 連結納税の導入で所得通算型を採用についての意見をおfilかせください。 1
，なぇし、• ちどらもと 且いま 且いま 『羹 r 無 総 いえな どらも且いま 且いま ＇念 f 
無 総
阿 同
し) し、 符 計
しゞ
し》 し9 答 計
10以上 19 4 ゜I 12 1 37 10以上 0.514 0 108 0 0,027 0.324 0,027 10未満 75 6 5 5 33 3 127 10未満 0.591 0.047 0.039 0.039 0.26 0.024 
20以I: ， 2 ゜゜ 3 0 14 20以I. 0.643 0143 ゜0 0,214 ゜I 30以.I: 18 6 I ゜
， I 35 30以l、 0.514 0171 0.029 0 0257 0.029 I 
総計 121 18 6 6 57 5 213 総計 0 568 0.085 O.o28 0,028 0,268 0,023 1 
(13)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を導入した方が良かったかについてどちら
ともいえないが， 100%子会社数の10社未満で71%, 10社以上で65%,20 
社以上で71%,30社以上で46%となっている。
I●子会社数別ランク I Q26 連結納税制度の羽入で損益通算型を採用した方がよかったと思われますか。1
しえな、 とらも’ り甘無 総 しぇな● ちらもど叶汀無回 総回し・ 答 JI・ し9 答計
10以上 21 8 4 1 37 10以J: 0,649 0.216 0 108 0.027 
JO未滴 90 20 15 2 127 10未瀾 0.709 0.157 0118 0.016 
20以上 10 2 2 0 14 20以I: o.rn 0.143 0 143 ゜30以上 Ii ， 8 2 35 30以J: 0.457 0.257 0.229 0.057 
総計 140 39 29 5 213 総，Ir 0,657 0.183 0.136 0.0231 
(14)連結納税の租税回避行為
連結納税の租税回避行為を防止するために連結法人の行為または計算の
否認規定の創設について， どちらともいえないが， 100%子会社数の10社
未満で47%, 10社以上で62%,20社以上で29%,30社以上で63%となって
おり．望ましいの意見が20社以上で50%もある。
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●子会社数別ランク I Q29 連結納税制度を用いた祖税回避行為を防止するために連結法人の行為又は
計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ下さい。
,ぇ，,ちどらも
なげtいiまr岱贋 無 総 ,ぇな.ちどらt 且いま tいiま『命 !{ 無 総回 回し、 い] し し＞し9 し9 答 ,i・ し、 し） 答 :1・ 
10以上 23 3 5 ゜6 0 37 IO以Jこ 0.622 0.081 0135 0 0.162 ゜1 IO未満 59 18 12 I 32 5 127 10未満 0,465 0.142 0.094 0,008 0.252 0.039 I 
20以J・ 4 2 I ゜7 0 14 20以上 0.286 0.143 0.071 0 0.5 ゜I 30以J: 22 ゜7 ゜5 I 35 30以1: 0.629 0 0,2 0 0.143 0.029 I 総;i・ 108 23 25 I 50 6 213 総計 0.507 0.108 0.117 0,005 0.235 0,028 I 
おわりに
今回の報告は科学研究費補助金による初年度の「連結会計と連結納税の
企業対応動向調査」のうち連結納税制度の部分について，単純集計とクロ
ス集計分析をもとに会計的側面を主として報告したものである。紙数の関
係もあって分析結果の一部報告にしか過ぎないので，経営的な実務導入の
在り方を国際比較や法人税の他規定との関連について引き続き報告の予定
である。
本稿は平成14年度文部科学省科学研究費補助金基盤研究 (C) (2)の
研究成果の一部である。（尚，今回の分析報告と文責は全て筆者にある）
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|アンケートの原本I
連結会計と連結納税の企業対応動向調査
（平成14年度文部科学省科学研究費補助金基盤研究）
(1)研究目的
平成14年4月1日から始まる事業年度から日本でも連結納税制度が
実施されることになりました。この制度が日本経済の発展と企業の国
際競争力強化の一助として根づく為にはいかに在るべきかという視点
からアンケート調査を実施します。
(2)調査対象
東京証券取引所一部上場会社
(3)調査内容
別紙（財務経理・税務部門で回答して下さるようにご手配下さい）
(4)回答に当たってのお願い
本調査は学術目的によるものである為統計的に処理するものであ
り，会社名や会社個別のデータを公表したりする事は全くありませ
ん。従って漏れなく記入していただく様にお願い申し上げます。
(5)回答締め切り日
ーか月以内にご返却下さい。
(6)回答送付先と問合せ先
郵便番号 564-8680 大阪府吹田市山手町3丁目 3番35号
関西大学商学部 大倉雄次郎研究室
電話・ FAX(共用） 06-6368-0672 
(e-mail) yokura@ipcku.kansai—u.ac.jp 
ご協力の程よろしくお願い申し上げます。
関西大学商学部 教授商学博士 大倉雄次郎
大分大学経済学部助教授 西本靖宏
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連結会計と連結納税の企業対応動向調査
（質問・ 回答用紙）
貴社名 業種：
回答者ご芳名： 部署名（役職）：
FAX ( 連絡先 :TEL ( 
E-mail ( 
（問 1)国内子会社数は何社ですか
うち国内100%子会社数( 社）
社）
（問2)貴社は連結財務諸表を作成・開示されていますか。
①作成している ②作成を検討していない ③無回答
（問 3)議決権株式40%-50%未満の次の会社を連結子会社に入れるべ
きかについてご意見をお聞かせください。
（イ）親会社と関連会社で株式過半数になる会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（口）代表取締役を親会社が派遣している会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計土の判断による ④入れるべきだ
（ハ）取締役の過半数を親会社が派遣している会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（二）多額の資金貸付，債務保証をしている会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（問 4)連結決算の資本手続きとしての連結子会社の資産・負債の時
価評価はいずれを採用しておられますか。
①部分時価評価法 ②全面時価評価法 ③無回答
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（問 5)連結決算の資本連結手続きとしての連結子会社の資産・負債
の時価評価（評価差額）の対象とする科目はどれですか
①土地 ②建物 ③有価証券 ④営業権又は連結暖簾
⑤無回答
（問 6) キャッシュ・フロー計算書の営業活動に関するキャッシュ・
フローの作成方法は次のいずれを採用しますか。
①直接法 ②間接法 ③無回答
（問 7)営業活動に関するキャッシュ・フローの作成方法（上記②間
接法採用の場合）は．次のいずれを採用しておられますか
①原則法（子会社もキャッシュ・フロー計算書を作成）
②簡便法（連結貸借対照表・連結損益計算書等のみで作成）
＠ゆと②の併用
（問8)連結調整勘定の償却期間は何年としますか（複数回答）
① 5年 ② 10年 ③ 20年 ④ 40年 ⑤即時
（問 9)貴社の退職給付年金制度の改正または変更が行われます（し
た）か。
①変更なし ②確定給付年金制度の見直し
③確定拠出年金（日本版401K)の一部導入
④確定拠出年金への完全移行 ⑤退職金制度の廃止
（問10)平成10年度の税制改正で賞与引当金制度が廃止されましたが．
会計と税務の関連でどの様にしておられますか。
①税法の経過措置に従う
②未払賞与として税法に関係なく計J:.する。 ③計上しない
（問11)平成10年度の税制改正で貸倒引当金制度が廃止の方向にあり
ますが．会計と税務の関連でどの様にしておられますか。
①税法に従う ②税法に関係なく貸倒れ計上している。
③わからない
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（問12)税効果会計では個別財務諸表の別表4の留保欄の加算・減
算が繰延税金資産・負債になりますが，その会計処理はどこ
で行っていますか。
①子会社の経理部門 ②親会社の経理部門 ③両方
（問13)貴社は会社分割制度や持株会社等の活用をしておられますか。
①活用をしている ②活用を検討している ③不明
④今のところ検討していない ⑤今後も活用をする気はない
（問14)貴社の連結納税制度の導入についての意向をお聞かせ下さい
①付加税廃止にかかわりなく早期導入の予定である
②付加税廃止の時点で導入の予定である
③いずれ時期を見て導入することになる。
④導入か否か迷っている ⑤導入の予定はない
（問15)連結納税制度の適用に当たって，連結範囲について100%子会
社に限定される事についての意見をお聞かせ下さい
①わからない ② 80%未満 ③ 80%以上
④ 90%以上 ⑤大変望ましい
（問16)連結納税制度の適用に当たって， 100%子会社全ての強制であ
り選択が認められていない事についての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問17)連結納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について
一切の引継ぎが認められていない事についての意見をお聞か
せ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
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（問18)連結納税制度の導入に当たって， 2年間の時限であるが付加
税2%が課税される事についての意見をお聞かせ下さい
①すぐに撤廃すべきである ②出来るだけ撤廃すべきである
③やむをえない ④当然である ⑤至極当然である
（問19)連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入である
事についての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問20)連結納税制度適用時に時価評価される事についての意見をお
聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問21)交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整
する事についての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問22)内部取引の消去について固定資産を対象にしている事につい
ての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問23)内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事につい
ての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問24)内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお
聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
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（問25)連結納税制度の導入で所得通算型を採用についての意見をお
聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問26)連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方が良かったと
思われますか。
①損益通算型の方が良い ②どちらともいえない
③今回の所得通算型の方が良い
（問27)連結納税制度の導入で退職給付引当金廃止についての意見を
お聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問28)外形標準課税としての法人事業税導入についての意見をお聞
かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問29)連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法
人の行為又は計算の否認規定が創設された事についての意見
をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問30)我が国に導入された連結納税制度は利用するのに簡素な制度
であるかどうかについての意見をお聞かせ下さい
①大変複雑 ②複雑 ③どちらともいえない ④簡素
⑤大変簡素
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（問31)連結納税制度の導入によって新たな連結納税システムを組ま
れますか
①大変複雑なシステムを組む ②複雑なシステムを組む
③どちらともいえない ④簡素なシステムを組む
⑤大変簡素なシステムを組む
（問32)連結納税制度の導入によって新たな連結税効果会計システム
を組まれますか
①大変複雑なシステムを組む ②複雑なシステムを組む
③どちらともいえない ④簡素なシステムを組む
⑤大変簡素なシステムを組む
（問33)連結納税制度の導入について改正すべき点等について意見を
お聞かせ下さい
ご協力どうも有難うございました。
